
地方教育費調査の概要

１ 調査の目的

地方における教育費の実態を明らかにし，国及び地方公共団体が教育諸施策を決定す

るための基礎資料を得ることを目的として昭和24年度以降毎年実施している。

２ 調査の対象

調査の対象は，県及び市町村（一部事務組合及び広域連合を含む。）の教育委員会並

びに公立諸学校である。

３ 調査系統

(1) 教育委員会等における教育費調査

文部科学大臣 県教育委員会 県 立 学 校

市町村教育委員会 市町村立学校

(2) 知事部局における生涯学習関連費調査

文部科学大臣 県教育委員会

４ 調査の内容と方法

この調査は，地方教育費を学校教育費，社会教育費，教育行政費及び知事部局におけ

る生涯学習関連費の４つの分野に大別し，それぞれの分野において支出された経費を，

すべて負担区分別（財源の種類別）と使途別（支出項目別）の両面から調査している。

また，教育に係る収入等についても調査している。

学校教育費
公立諸学校において教育活動のために支出された

経費（公立の大学，短大及び私立学校は対象外）

地

教育委員会の所管する社会教育施設及びその活動

社会教育費 のために支出された経費のほか，教育委員会が行

方 った社会教育活動及び文化財保護に係る経費

教育行政費
教育委員会事務局の一般行政事務，職員及び教育

教 委員会運営のために支出した経費

教育に係る特定財源のうち，国・都道府県の補助

育 教 育 に 係 る 収 入 金・負担金・分担金，地方債及び寄付金以外の収

入

費 知 事 部 局 に お け る 知事部局の所管する生涯学習関連施設の経費

生 涯 学 習 関 連 費

＜財源の区分＞

国庫補助金,県支出金,市町村支出金,地方債,公費に組み入れられた寄付金

＜支出項目の区分＞

消費的支出 ★人件費，教育活動費，管理費，補助活動費，所定支払金

資本的支出 ★土地費，★建築費，設備備品費，図書購入費

債務償還費

★印以外の小項目は「学校教育費」のみの分類


